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平成17年６月期   個別中間財務諸表の概要 平成17年２月15日 

会 社 名 朝日インテック株式会社 上場取引所 ＪＡＳＤＡＱ 

コ ー ド 番 号 ７７４７ 本社所在都道府県 愛知県 

（ＵＲＬ http://www.asahi-intecc.co.jp/） 

代 表 者 役 職 名 代表取締役社長 
 氏 名 宮 田  尚 彦 
問い合わせ先 責任者役職名 常務取締役管理本部長 

 氏 名 竹 内  謙 弐     ＴＥＬ（052）768－1211 

決算取締役会開催日  平成17年２月15日 中間配当制度の有無  有 

中間配当支払開始日  平成－年－月－日 単元株制度採用の有無 有（１単元 100株） 
 

１．16年12月中間期の業績（平成16年７月１日～平成16年12月31日） 

(1) 経営成績 （百万円未満切捨て） 

 売上高 営業利益 経常利益 

 
16年12月中間期 
15年12月中間期 

百万円   ％
3,849   （24.6） 
3,090   （ － ） 

百万円   ％
525   （45.2） 
361   （ － ） 

百万円   ％
472   （63.3） 
289   （ － ） 

16年６月期 6,486   （13.7） 809   （99.9） 685   （55.3） 
 

 中間(当期)純利益 
１株当たり中間 
(当期)純利益 

 
16年12月中間期 
15年12月中間期 

百万円   ％
303  （ 41.1） 
214  （  － ） 

円  銭
42  68  
117  72  

16年６月期 466  （126.4） 75  96  

(注)①期中平均株式数  16年12月中間期 7,101,843株 15年12月中間期 1,824,355株 16年６月期 5,872,489株 

②会計処理の方法の変更   無 

③売上高、営業利益、経常利益、中間(当期)純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率 
 

(2) 配当状況 

 
１株当たり 
中間配当金 

１株当たり 
年間配当金 

 
16年12月中間期 
15年12月中間期 

円  銭
0    00  
0    00  

円  銭
――― 
――― 

16年６月期 ――― 20    00  
 

(3) 財政状態 

 総資産 株主資本 株主資本比率 １株当たり株主資本 

 
16年12月中間期 
15年12月中間期 

百万円 
10,946    
9,982    

百万円
5,896   
4,207   

％ 
53.9   
42.1   

円  銭
827  41  

2,011  17  

16年６月期 10,829    5,512   50.9   707  35  

(注)①期末発行済株式数 16年12月中間期 7,126,300株 15年12月中間期 2,092,100株 16年６月期 6,276,300株 

②期末自己株式数  16年12月中間期    － 株 15年12月中間期    － 株 16年６月期    － 株 
 

２．17年６月期の業績予想（平成16年７月１日～平成17年６月30日） 

１株当たり年間配当金 
 売上高 経常利益 当期純利益 

期 末  

 

通 期 

百万円 

8,012    

百万円

1,043   

百万円

671   

円 銭 

20 00  

円 銭

20 00 

(参考)１株当たり予想当期純利益(通期)  94円32銭 

(注)１株当たり予想当期純利益(通期)は、平成16年７月１日付 公募増資700,000株及び平成16年７月31日付 第三者割当

増資150,000株を考慮した普通株式期中平均株式数7,113,971株にて算出しております。 

※ 上記の予想は本資料の発表日現在において入手可能な情報及び将来の業績に影響を与える不確実な要因に係る本資

料発表日現在における仮定を前提としています。実際の業績は、今後様々な要因によって大きく異なる結果となる可

能性があります。 



６.中間財務諸表等 

(1) 中間財務諸表 

① 中間貸借対照表 

 

  
前中間会計期間末 

(平成15年12月31日) 

当中間会計期間末 

(平成16年12月31日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 

(平成16年６月30日) 

区分 
注記
番号

金額(千円) 
構成比
(％)

金額(千円) 
構成比
(％)

金額(千円) 
構成比
(％)

(資産の部)    

Ⅰ 流動資産    

１ 現金及び預金 ※２ 2,685,320 2,536,200 3,348,137 

２ 受取手形 ※４ 483,100 542,229 544,130 

３ 売掛金  1,095,177 1,420,070 1,070,337 

４ たな卸資産  715,810 809,212 852,387 

５ 繰延税金資産  27,676 48,150 36,445 

６ その他  270,206 367,926 311,188 

貸倒引当金  △420 △2,075 △2,172 

流動資産合計   5,276,870 52.9 5,721,715 52.3  6,160,454 56.9

Ⅱ 固定資産    

１ 有形固定資産 ※１   

(1) 建物 ※２ 913,302 897,730 896,596 

(2) 構築物  14,298 14,820 13,187 

(3) 機械及び装置  253,523 255,013 232,749 

(4) 車両及び運搬具  672 461 534 

(5) 工具、器具 
及び備品 

 117,630 129,608 116,725 

(6) 土地 ※２ 1,309,677 1,519,969 1,309,677 

(7) 建設仮勘定  15,050 6,896 9,568 

有形固定資産合計  2,624,155 2,824,501 2,579,038 

２ 無形固定資産  141,791 132,437 137,053 

３ 投資その他の資産    

(1) 関係会社株式  1,128,196 1,184,041 1,128,196 

(2) 繰延税金資産  190,802 212,931 203,560 

(3) 保険積立金 ※２ 552,713 577,320 550,978 

(4) その他  144,976 381,490 150,393 

貸倒引当金  △77,400 △88,000 △80,600 

投資その他の資産 
合計 

 1,939,289 2,267,784 1,952,528 

固定資産合計   4,705,236 47.1 5,224,722 47.7  4,668,621 43.1

Ⅲ 繰延資産   96 0.0 ― ―  ― ―

資産合計   9,982,203 100.0 10,946,437 100.0  10,829,075 100.0
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前中間会計期間末 

(平成15年12月31日) 

当中間会計期間末 

(平成16年12月31日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 

(平成16年６月30日) 

区分 
注記
番号

金額(千円) 
構成比
(％)

金額(千円) 
構成比
(％)

金額(千円) 
構成比
(％)

(負債の部)    

Ⅰ 流動負債    

１ 支払手形  406,185 370,671 349,876 

２ 買掛金  376,507 489,556 445,781 

３ 短期借入金 ※２ 400,000 200,000 300,000 

４ １年以内返済予定 
長期借入金 

※２ 1,475,454 1,235,464 1,206,494 

５ 未払法人税等  45,044 176,899 139,092 

６ 賞与引当金  36,336 53,725 39,065 

７ その他 ※５ 203,179 284,881 262,653 

流動負債合計   2,942,707 29.5 2,811,198 25.7  2,742,962 25.3

Ⅱ 固定負債    

１ 長期借入金 ※２ 2,402,742 1,759,778 2,115,707 

２ 退職給付引当金  107,199 124,562 119,820 

３ 役員退職慰労引当金  321,966 354,516 338,216 

固定負債合計   2,831,907 28.4 2,238,856 20.4  2,573,744 23.8

負債合計   5,774,614 57.9 5,050,054 46.1  5,316,706 49.1

(資本の部)    

Ⅰ 資本金   1,891,800 18.9 2,397,550 21.9  1,891,800 17.5

Ⅱ 新株式払込金   ― ― ― ―  1,052,800 9.7

Ⅲ 資本剰余金    

１ 資本準備金  1,519,110 2,291,760 1,519,110 

資本剰余金合計   1,519,110 15.2 2,291,760 20.9  1,519,110 14.0

Ⅳ 利益剰余金    

１ 利益準備金  39,841 39,841 39,841 

２ 任意積立金  75,000 75,000 75,000 

３ 中間(当期) 
未処分利益 

 682,441 1,091,331 933,760 

利益剰余金合計   797,283 8.0 1,206,173 11.1  1,048,602 9.7

Ⅴ その他有価証券 
評価差額金 

  △604 △0.0 899 0.0  56 0.0

資本合計   4,207,588 42.1 5,896,383 53.9  5,512,368 50.9

負債及び資本合計   9,982,203 100.0 10,946,437 100.0  10,829,075 100.0
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② 中間損益計算書 

 

  
前中間会計期間 

(自 平成15年７月１日 
至 平成15年12月31日) 

当中間会計期間 

(自 平成16年７月１日 
至 平成16年12月31日) 

前事業年度の 
要約損益計算書 

(自 平成15年７月１日 
至 平成16年６月30日) 

区分 
注記
番号

金額(千円) 
百分比
(％)

金額(千円) 
百分比
(％)

金額(千円) 
百分比
(％)

Ⅰ 売上高   3,090,313 100.0 3,849,170 100.0  6,486,982 100.0

Ⅱ 売上原価   1,788,578 57.9 2,129,650 55.3  3,730,747 57.5

売上総利益   1,301,735 42.1 1,719,519 44.7  2,756,235 42.5

Ⅲ 販売費及び一般管理費   939,817 30.4 1,193,854 31.0  1,946,385 30.0

営業利益   361,917 11.7 525,665 13.7  809,849 12.5

Ⅳ 営業外収益 ※１  4,853 0.1 25,901 0.7  13,489 0.2

Ⅴ 営業外費用 ※２  77,546 2.5 79,211 2.1  138,148 2.1

経常利益   289,224 9.3 472,355 12.3  685,190 10.6

Ⅵ 特別利益 ※３  6,489 0.2 96 0.0  1,555 0.0

Ⅶ 特別損失 ※４  11,053 0.3 1,929 0.1  12,413 0.2

税引前中間(当期) 
純利益 

  284,660 9.2 470,522 12.2  674,331 10.4

法人税、住民税 
及び事業税 

 79,036 189,074 239,363 

法人税等調整額  △9,142 69,893 2.3 △21,648 167,425 4.3 △31,118 208,245 3.2

中間(当期)純利益   214,766 6.9 303,096 7.9  466,085 7.2

前期繰越利益   467,674 788,234  467,674

中間(当期)未処分利益   682,441 1,091,331  933,760
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中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

 

１ 資産の評価基準及び評価方法 

(1) 有価証券 

子会社株式 

移動平均法による原価法 

その他有価証券 

時価のあるもの 

中間決算日の市場価格等に基づく時価法(評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原価は

移動平均法により算定) 

時価のないもの 

移動平均法による原価法 

(2) デリバティブ 

金利キャップ取引 

時価法 

(3) たな卸資産 

製品、仕掛品及び原材料 

総平均法による原価法 

貯蔵品 

最終仕入原価法による原価法 

 

２ 固定資産の減価償却の方法 

(1) 有形固定資産 

建物(建物附属設備を除く) 

定額法を採用しております。 

建物以外 

定率法を採用しております。 

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 

建物 ············15年～47年 

機械及び装置 ····12年～13年 

(2) 無形固定資産 

定額法を採用しております。 

なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間(５年)に基づいております。 

 

３ 引当金の計上基準 

(1) 貸倒引当金 

債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権に

ついては個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。 

(2) 賞与引当金 

従業員の賞与の支給に充てるため、支給見込額のうち当中間会計期間の負担額を計上しております。 

(3) 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当中間会計期間末における退職給付債務に基づき計上しております。 

(4) 役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支払に備えるため、内規による中間期末要支給額を計上しております。 

 

４ 外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準 

外貨建金銭債権債務は、中間決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理し

ております。 

 

５ リース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 
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６ ヘッジ会計の方法 

(1) ヘッジ会計の方法 

金利スワップ取引については特例処理の要件を満たしているため、特例処理を採用しております。 

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段 ·····金利スワップ取引 

ヘッジ対象 ·····借入金 

(3) ヘッジ方針 

金利変動リスクを一定の範囲内でヘッジしております。 

(4) ヘッジ有効性評価の方法 

金利スワップ取引については特例処理を採用しているため、有効性の評価を省略しております。 

 

７ その他中間財務諸表(財務諸表)作成のための基本となる重要な事項 

消費税等の会計処理 

消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。 
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注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

 

前中間会計期間末 
(平成15年12月31日) 

当中間会計期間末 
(平成16年12月31日) 

前事業年度末 
(平成16年６月30日) 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

1,115,393千円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

1,230,019千円

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

1,168,483千円

※２ 担保資産及び担保付債務 

   担保に供している資産は次の

とおりであります。 

現金及び預金 161,953千円 

建物 795,517千円 

土地 1,302,447千円 

保険積立金 336,911千円 

計 2,596,829千円 

   担保付債務は次のとおりであ

ります。 

短期借入金 400,000千円 

１年以内 
返済予定 
長期借入金 

1,178,668千円 

長期借入金 1,765,151千円 

計 3,343,819千円 
 

※２ 担保資産及び担保付債務 

   担保に供している資産は次の

とおりであります。 

現金及び預金 120,000千円

建物 758,827千円

土地 1,302,447千円

計 2,181,274千円

 

   担保付債務は次のとおりであ

ります。 

短期借入金 200,000千円

１年以内 
返済予定 
長期借入金 

1,054,068千円

長期借入金 1,371,583千円

計 2,625,651千円
 

※２ 担保資産及び担保付債務 

   担保に供している資産は次の

とおりであります。 

現金及び預金 161,957千円

建物 776,599千円

土地 1,302,447千円

保険積立金 351,401千円

計 2,592,405千円

   担保付債務は次のとおりであ

ります。 

短期借入金 300,000千円

１年以内 
返済予定 
長期借入金 

1,006,468千円

長期借入金 1,636,814千円

計 2,943,282千円
 

 ３ 偶発債務 

   債務保証 

   子会社の銀行借入に対する保

証 

ASAHI INTECC  
(THAILAND) 
CO.,LTD. 

74,499千円

   子会社のリース契約に対する

保証 

ASAHI INTECC  
(THAILAND) 
CO.,LTD. 

53,442千円

フィルメック㈱ 72千円

   子会社の貿易取引に対する保

証 

ASAHI INTECC  
(THAILAND) 
CO.,LTD. 

71,659千円

計 199,673千円
 

 ３ 偶発債務 

   債務保証 

   子会社の銀行借入に対する保

証 

ASAHI INTECC 
(THAILAND) 
CO.,LTD. 

20,448千円

   子会社のリース契約に対する

保証 

ASAHI INTECC 
(THAILAND) 
CO.,LTD. 

34,525千円

 

   子会社の貿易取引に対する保

証 

ASAHI INTECC 
(THAILAND) 
CO.,LTD. 

73,071千円

計 128,045千円
 

 ３ 偶発債務 

   債務保証 

   子会社の銀行借入に対する保

証 

ASAHI INTECC 
(THAILAND) 
CO.,LTD. 

35,980千円

   子会社のリース契約に対する

保証 

ASAHI INTECC  
(THAILAND) 
CO.,LTD. 

43,262千円

フィルメック㈱ 10千円

   子会社の貿易取引に対する保

証 

ASAHI INTECC  
(THAILAND) 
CO.,LTD. 

78,053千円

計 157,307千円
 

※４ 中間期末日満期手形の処理 

   中間期末日満期手形の会計処

理については、当中間会計期間

末日は金融機関の休日でした

が、満期日に決済が行われたも

のとして処理しております。当

中間期末日満期手形の金額は、

次のとおりであります。 

受取手形 82,868千円 
 

※４ 中間期末日満期手形の処理 

   中間期末日満期手形の会計処

理については、当中間会計期間

末日は金融機関の休日でした

が、満期日に決済が行われたも

のとして処理しております。当

中間期末日満期手形の金額は、

次のとおりであります。 

受取手形 67,100千円
 

※４     ――― 
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前中間会計期間末 
(平成15年12月31日) 

当中間会計期間末 
(平成16年12月31日) 

前事業年度末 
(平成16年６月30日) 

※５ 消費税等の取扱い 

   仮払消費税等及び仮受消費税

等は、相殺のうえ、流動負債の

「その他」に含めて表示してお

ります。 

※５ 消費税等の取扱い 

同左 

※５     ――― 

 ６ 当座貸越契約 

   当社は、運転資金の効率的な

調達を行うため取引銀行２行と

当座貸越契約を締結しておりま

す。 

   当中間会計期間末における当

座貸越契約に係る借入金未実行

残高は次のとおりであります。 

当座貸越極度額 250,000千円 

借入実行残高 100,000千円 

差引額 150,000千円 
 

 ６ 当座貸越契約 

   当社は、運転資金の効率的な

調達を行うため取引銀行４行と

当座貸越契約を締結しておりま

す。 

   当中間会計期間末における当

座貸越契約に係る借入金未実行

残高は次のとおりであります。

当座貸越極度額 650,000千円

借入実行残高 200,000千円

差引額 450,000千円
 

 ６ 当座貸越契約 

   当社は、運転資金の効率的な

調達を行うため取引銀行２行と

当座貸越契約を締結しておりま

す。 

   当事業年度末における当座貸

越契約に係る借入金未実行残高

は次のとおりであります。 

当座貸越極度額 350,000千円

借入実行残高 100,000千円

差引額 250,000千円
 

 

(中間損益計算書関係) 

 

前中間会計期間 
(自 平成15年７月１日 
至 平成15年12月31日) 

当中間会計期間 
(自 平成16年７月１日 
至 平成16年12月31日) 

前事業年度 
(自 平成15年７月１日 
至 平成16年６月30日) 

※１ 営業外収益のうち主要なもの 

受取利息 224千円 
 

※１ 営業外収益のうち主要なもの

受取利息 1,473千円

受取配当金 15,865千円
 

※１ 営業外収益のうち主要なもの

受取利息 602千円

受取保険返戻金 3,171千円

受取保証料 3,983千円
 

   

※２ 営業外費用のうち主要なもの 

支払利息 32,722千円 

為替差損 42,530千円 
 

※２ 営業外費用のうち主要なもの

支払利息 25,048千円

為替差損 26,685千円
 

※２ 営業外費用のうち主要なもの

支払利息 62,040千円

為替差損 42,907千円
 

   

※３ 特別利益のうち主要なもの 

貸倒引当金戻入益 6,489千円 
 

※３ 特別利益のうち主要なもの 

貸倒引当金戻入益 96千円
 

※３ 特別利益のうち主要なもの 

貸倒引当金戻入益 1,538千円
 

   

※４ 特別損失のうち主要なもの 

固定資産除却損 11,053千円 
 

※４ 特別損失のうち主要なもの 

固定資産除却損 1,929千円
 

※４ 特別損失のうち主要なもの 

固定資産除却損 12,413千円
 

   

 ５ 減価償却実施額 

有形固定資産 69,731千円 

無形固定資産 2,412千円 
 

 ５ 減価償却実施額 

有形固定資産 71,634千円

無形固定資産 7,890千円
 

 ５ 減価償却実施額 

有形固定資産 146,806千円

無形固定資産 5,886千円
  

 

(リース取引関係) 

ＥＤＩＮＥＴにより開示を行うため、記載を省略しております。 
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(有価証券関係) 

前中間会計期間、当中間会計期間及び前事業年度のいずれにおいても子会社株式で時価のある

ものはありません。 

 

(１株当たり情報) 

 

前中間会計期間 
(自 平成15年７月１日 
至 平成15年12月31日) 

当中間会計期間 
(自 平成16年７月１日 
至 平成16年12月31日) 

前事業年度 
(自 平成15年７月１日 
至 平成16年６月30日) 

１株当たり純資産額 2,011円17銭 
 

１株当たり純資産額 827円41銭
 

１株当たり純資産額 707円35銭
 

１株当たり中間純利益 117円72銭 
 

１株当たり中間純利益 42円68銭
 

１株当たり当期純利益 75円96銭
 

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益については、希薄化効果

を有している潜在株式が存在しない

ため記載しておりません。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益については、潜在株式が

存在しないため記載しておりませ

ん。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益については、潜在株式が

存在しないため記載しておりませ

ん。 

   当社は、平成16年３月22日付で株

式１株につき３株の株式分割を行っ

ております。 

 なお、当該株式分割が前期首に行

われたと仮定した場合の前事業年度

における１株当たり情報について

は、以下のとおりとなります。 

１株当たり純資産額 701円29銭

１株当たり当期純利益 38円17銭
 

(注) １株当たり中間(当期)純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 

 
前中間会計期間 

(自 平成15年７月１日
至 平成15年12月31日)

当中間会計期間 
(自 平成16年７月１日 
至 平成16年12月31日) 

前事業年度 
(自 平成15年７月１日
至 平成16年６月30日)

中間(当期)純利益 (千円) 214,766 303,096 466,085

普通株主に帰属しない
金額 

(千円) ― ― 20,000

(うち利益処分による 
役員賞与金) 

 ― ― (20,000)

普通株式に係る 
中間(当期)純利益 

(千円) 214,766 303,096 446,085

普通株式の 
期中平均株式数 

(千株) 1,824 7,101 5,872
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(重要な後発事象) 

 

前中間会計期間 
(自 平成15年７月１日 
至 平成15年12月31日) 

当中間会計期間 
(自 平成16年７月１日 
至 平成16年12月31日) 

前事業年度 
(自 平成15年７月１日 
至 平成16年６月30日) 

(株式分割) 
 当社は、平成16年３月4日開催の
取締役会において平成16年３月22日
をもって下記のとおり当社普通株式
１株を３株に分割を行うことを決議
いたしました。 
(1) 株式分割の目的 
  当社株式の流動性を高めること

を目的とするものであります。 
(2) 株式分割の割合 
  平成16年３月22日最終の株主名

簿に記載または記録された株主の
所有株式数を、１株につき３株の
割合をもって分割いたします。 

(3) 株式分割の時期 
  株式分割基準日 

平成16年３月22日 
  効力発生日 平成16年３月22日 
(4) 配当起算日 平成16年１月１日 
(5) １株当たり情報に及ぼす影響 
  当該株式分割が当期首に行われ

たと仮定した場合の１株当たり情
報については、下記のとおりであ
ります。 

(第三者割当増資による新株式発行)
 平成16年５月27日及び平成16年６
月10日開催の取締役会決議により、
下記のとおり第三者割当増資による
新株式を発行しております。 
(1) 発行新株式数 

普通株式 150,000株
(2) 発行価額 １株につき1,190円
(3) 引受価額 １株につき1,504円
(4) 発行総額 225,600千円
(5) 資本組入額の総額 
 89,250千円
(6) 申込期日 平成16年７月29日
(7) 払込期日 平成16年７月30日
(8) 配当起算日 平成16年７月１日
(9) 割当方法 
  全株式を野村證券株式会社に
  割当 
(10)資金使途 
  設備資金及び借入金返済 
 

当中間会計期間 

１株当たり純資産   670円39銭 
１株当たり中間純利益 39円24銭 
潜在株式調整後１株当たり中間純
利益 
 潜在株式調整後１株当たり中間
純利益については、希薄化効果を
有している潜在株式が存在しない
ため記載しておりません。 

前事業年度 

１株当たり純資産   701円29銭 
１株当たり当期純利益 38円17銭 
潜在株式調整後１株当たり当期純
利益 
 潜在株式調整後１株当たり当期
純利益については、新株引受権付
社債の新株引受権の残高がありま
すが、当社株式は非上場・非登録
であり、期中平均株価の把握が困
難であるため、記載しておりませ
ん。 

  

(子会社の設立) 
 平成17年２月15日開催の取締役会
において、国内及び海外における販
売量の拡大に伴い生産能力の拡張を
図り、生産拠点がタイランド一国に
集中することのリスクを分散させる
ため、ベトナムに子会社を設立し工
場を新設することを決議いたしまし
た。 
 詳細につきましては、中間連結財
務諸表等における「重要な後発事
象」に記載のとおりであります。 
 
 
(大阪Ｒ＆Ｄセンターの新設) 
 平成17年２月15日開催の取締役会
において、素材研究と次世代の最先
端医療デバイスの開発拠点として、
大阪Ｒ＆Ｄセンターを設立すること
を決議いたしました。 
 詳細につきましては、中間連結財
務諸表等における「重要な後発事
象」に記載のとおりであります。 

 

 
 

(2) その他 

該当事項はありません。 
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